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2024（令和６）年度留学生調査について（依頼） 

平素より本機構の留学生支援事業にご理解とご協力を賜り、誠にありがとうございます。 

 本機構では、我が国の高等教育機関等における留学生の状況を把握し、留学生施策に関する基礎資

料を得ることを目的として、毎年標記の調査を実施しております。 

下記１の調査内容をご確認いただき、本調査の対象校か否か、別途行われる厚生労働省または都道

府県の案内に沿ってご報告の上、対象校の場合は下記３を参照の上、ご提出をお願いいたします。 

なお、本調査にてご回答いただいた情報は、文部科学省と共有し、留学生施策に役立てるとともに、

本機構が実施する留学生受入れ促進プログラム（文部科学省外国人留学生学習奨励費）における推薦

枠数配分の算定基礎として使用いたします。対象校において回答未提出の場合や虚偽の報告等の不正

が発覚した場合、当該支援事業の対象から外れる他、不正の申請をした年度に遡って返納措置等の対

象となることがあります。 

記 

１．調査内容 

○記入要領・調査票等

「日本留学情報サイト」に掲載しておりますので、ダウンロードの上、回答を作成ください。

https://www.studyinjapan.go.jp/ja/educational/survey/student-survey/vocational-school/

＜日本留学情報サイトトップページ → 教育機関関係者の方へ → 留学に係る調査依頼 →

→ 留学生調査 → 専修学校（専門課程）＞ 

調査名等 調査対象概要 

総括票 下記の調査票提出に該当する場合のみ 

外国人留学生在籍状況調査 2024 年５月１日現在、外国人留学生の在籍がある学校 

外国人留学生進路状況調査 2023 年度に外国人留学生の卒業があった学校 

日本人学生留学状況調査 2023 年度に日本人学生の海外留学があった学校 



２-５ 
 
２．調査の流れ 

留学生調査回答のご提出までの流れは以下のとおりです。 

 

 

【本調査対象外（上記１の調査のいずれにも対象者（回答者）がいない）】 

①厚生労働省・都道府県が指定する期日までに、調査対象校ではない旨、ご報告ください。 

本機構へのご連絡や調査票のご提出は不要です。 

 

【本調査対象校（上記１の内、対象者（回答者）がいる調査がある）】 

①厚生労働省・都道府県が指定する期日までに、調査対象校である旨、ご報告ください。 

②調査票を作成の上、オンライン調査システム（J-LINEs）を用いて、日本学生支援機構に直接ご提

出ください。 

 

３．調査票提出方法（調査対象校のみ） 

調査票は、オンライン調査システム（J-LINEs）にてご提出ください。 

https://www.studyinjapan.go.jp/ja/educational/onlinesystem/ 

＜日本留学情報サイトトップページ → 教育機関関係者の方へ → オンライン調査システム（J-

LINEs）について → オンライン調査システム（J-LINEs）ログイン画面＞  

 ※ログイン方法は、別紙「オンライン調査システム（J-LINEs）のログインについて」をご確認くだ

さい。 

 

４．調査票提出期限（調査対象校のみ） 

  令和６年９月 27 日（金） 

※調査票は、本機構が構築したオンライン調査システム（J-LINEs）にて、日本学生支援機構に直接

ご提出ください。 

※厚生労働省・都道府県に対象者がいると報告した後に対象者がいないと判明した場合、総括票の

みを日本学生支援機構へお送りください。また、厚生労働省・都道府県に調査対象外と報告した

後に対象者がいたことが分かった場合、以下までご連絡ください。いずれの場合も、厚生労働省・

都道府県へのご報告をお願いいたします。 

【本件に関する照会及び回答提出】 

独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）留学生事業部留学情報課 企画調査係 

〒135-8630 東京都江東区青海 2-2-1/電話：03-5520-6111/ Eメール: chosa-ryugaku@jasso.go.jp 
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